
平 成 2 2 年 度 決 算 の 概 要 

 

１ 平成 22 年度決算の概要 

 

 平成 22 年度予算は、中期財政計画の基本理念を実践するものとして、真に必要な市民サ

ービスにこたえるために、既存事業についても積極的に事業効果の検証を行い、事業の選

択と集中を推進し、限られた財源の最適投資を追及するなど、歳入規模に見合った歳出構

造への転換を引き続き推進する必要があるものです。 

 このため、歳入面においては、市税等の徴収対策の強化や基金原資取崩しの継続などに

よる自主財源の確保に加え、人件費削減の効果額を償還財源とする退職手当債を引き続き

活用するなど、財源の確保に努めることとする一方、歳出面においては、個性と魅力あふ

れる「ふるさと・いわき」づくりを実現するため、「人口減少と少子高齢化」、「持続可能な

循環型社会の形成」、「暮らしの安全・安心」、「地域経済の再生」等に的確に対応した施策

を展開する必要があることから、各部等において、ゼロベースの視点に立った自主的・主

体的な事業の重点・選別化を更に推進し、行財政の簡素・効率化や経費の節減・合理化、

更には職員数の削減に努め、将来にわたり持続可能な財政基盤を確保することを基本とし、

事務事業の実施に努めたところです。 

 

２ 一 般 会 計 

  

 平成 22 年度の一般会計決算額は、歳入総額が 1,261 億 3,329 万円、歳出総額が 1,216 億

4,132 万円でした。 

 このうち、本年度へ繰り越した事業に充当した財源を差し引いた実質的な収支は、35 億

1,764 万円の黒字となりました。 

 

○ 歳 入 

  歳入決算額は、前年度と比べ 60 億 1,899 万円（対前年比 4.6％）減少しました。

<一般会計歳入>

繰入金など

134.6億円 , 10.7%

繰越金

48.4億円 , 3.8%

市税

455.6億円 , 36.1%

地方交付税

 220.5億円 , 17.5%
国庫支出金

 161.7億円 , 12.8%

市債

92.0億円 , 7.3%

諸収入

81.4億円 , 6.5%

県支出金

67.1億円 , 5.3%

 



○ 歳 出 

  歳出決算額は、前年度と比べ 56 億 7,006 万円（前年度比 4.5％）減少しました。 

<一般会計歳出>

商工費

65.4億円 , 5.4%
消防費・農林水産費

など, 64.8億円 , 5.3%

教育費

108.2億円 , 8.9%

土木費

111.3億円 , 9.2%

衛生費

120.4億円 , 9.9% 公債費

162.9億円 , 13.4%

総務費

71.9億円 , 14.1%

民生費

411.5億円 , 33.8%

 

 

 ◆ 歳出の主な事業 

                            （単位：億円） 

区   分 事  業  内  容       決 算 額 

民 生 費 

生活保護費              70.9 

子ども手当給付費           61.2 

障害福祉サービス事業費        31.9 

私立保育所保育実施費         27.0 

児童扶養手当給付費          17.5 

重度心身障害者医療給付費       10.8 

衛 生 費 
市立病院事業費            40.3 

ごみ収集処理費            26.7 

土 木 費 
道路新設改良事業費          16.7 

街路事業費              10.0 

教 育 費 
小・中学校校舎等建設事業費      10.5 

小・中学校管理運営費          7.2 

 

 

 

 

 



３ 特 別 会 計 

 

 特別会計は、国民健康保険事業など特定の事業を行う場合、特定の歳入（国民健康保険

税など）をもって特定の歳出（医療費など）に充てる会計であり、一般会計と区別されま

す。 

 その内訳と決算額は次のとおりです。 

  （単位：億円） 

会  計  名 収 入 済 額 支 出 済 額 差 引 額 

国民健康保険事業 354.6 344.8 9.8 

老人保健 0.2 0.1 0.1 

後期高齢者医療 31.2 31.2 0.0 

介護保険 239.1 236.9 2.2 

母子寡婦福祉資金貸付金 1.3 1.1 0.2 

土地区画整理事業 18.2 17.9 0.3 

下水道事業 118.0 117.5 0.5 

中央卸売市場事業 2.9 2.9 0.0 

競輪事業 217.2 215.4 1.8 

地域汚水処理事業 3.0 0.6 2.4 

農業集落排水事業 5.2 4.9 0.3 

財産区（６財産区） 0.4 0.4 0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 企 業 会 計 

 

 企業会計は、地方公営企業法の全部または一部の適用を受ける公営企業の会計で、一般

会計や特別会計と区分されます。 

 本市では、水道事業と病院事業が該当し、その内訳と決算額は次のとおりです。 

 

（単位：億円） 

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支 
会計名 

収 入 支 出 差 引 収 入 支 出 差 引 

水道事業 93.7 76.4 17.3 10.0 49.9 △39.9

病院事業 176.1 180.1 △4.0 18.9 26.2 △7.3

合  計 269.8 256.5 13.3 28.9 76.1 △47.2

 ※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などにより補てんしています。 

 

 

５ 市 債 の 使 い 道 

 

 市債は、市が行う大規模な建設工事や災害復旧事業などに認められる借入金で、将来は

利子を付けて返済します。 

 市債を活用して整備した道路などは、市民の皆さんが将来にわたり利用するものですの

で、返済は次の世代の方々にも負担していただくという考えに基づいています。 

 市債の使い道と主な事業は次のとおりです。 

 

＜市債の使い道＞

消防債

0.3億円

衛生債

0.1億円
民生債など

0.1億円

農林水産債

2.7億円

教育債

4.6億円

土木債

 21.6億円

臨時財政対策債

(※)62.6億円

 

※地方一般財源の不足に対応するため、地方財政法の特例として発行される地方債。 

 

 

 



 ◆ 市債を活用した主な事業 

   

区   分 事  業  内  容 

土  木  債 

道路新設改良事業 

いわき駅周辺再生拠点整備事業 

排水路整備事業 

教  育  債 小・中学校校舎等地震補強事業 

農林水産業債 
農業農村整備事業 

林道整備事業 

消 防 債 
消防施設整備事業 

防災基盤整備事業 

 

 

６ 市税負担と市民サービス 

 

 市民一人当たりのサービス内訳 

 

区   分 サービス額 市税負担額 

市民一人当たり 358,531 円 134,288 円 

 ※平成 23 年 4 月 1日現在の人口 339,277 人で算出。 


